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1 .はじめに

一般に、現代世界が様々な点で危機に直面しているとの認識は、 1980年代に

入って広く共有されるようになり、 1990年代に入ってからは先行きの不透明さ

とともにますますそれが増長しているように思われる。岩波書底編集部編によ

る『現代世界の危機と未来への展望』は、現代世界の危機について問題提起し

た先駆的書物の 1っとして位置付けられよう[岩波書庖揖集部編.1984]。 こ

の書物は、現代世界が直面している主要な危機として、核戦争による人類絶滅

の危機、南北格差の拡大と第三世界における貧困と飢餓の深刻化、北(先進諸

国)における民主主義の形骸化と南(第三世界)における非民主主義体制の蔓

延という政治的危機、そして、人閣の未来への予見力の喪失などをあげ、こう

した現代世界が直面している危機の本質を捉え、現状を打開すべき指針を提起

することが社会科学の焦燥の課題であると問題提起している。

危嫌とは、人間の生存と人間性が崩績の危険に直面している状態として捉え

ておきたい。世界的危機とは、この状態が世界大に鉱大していることを指して

いる。ところで、この審物が著された1980年代の前半から今日までの状況を概

観すれば、一方で、世界的な危機の深化がさらに早まっている状況が指摘され

よう。他方で、上記の問題提起に応えるような社会科学の研究は一定の進展を

みせながらも、危憾の深化という現実からみれば全般に立ち遅れていることは

否定できない。社会的現実に対する認識がその現実の進行より遅れてなされる

ことは常である。しかし、今日の世界的危鎗が有している深刻さと緊急性を考

慮するならば、その本質的解明と解決策なり指針の提唱という課題に応える本

格的な実証研究の必要性が特に強調されて然るべきである。 21世紀を目前に控

えた危機と混迷の時代のなかで、社会学が時代の要請に応、える学問として発展
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していけるかどうかもまた、この分野での研究の成果如何によるところ大であ

ろう。

この小論の目的は、現代世界の危機の主要な特徴とその本質的原因を整理し

た上で、第三世界の民主化と世界的危機との関係を整理し、これらの作業を通

して、民主主義という観点から現代世界の問題性を明らかにしておくことにあ

る。現代世界の危織との関連でなぜ第三世界の民主化の問題に着目するかにつ

いては、追って述べてゆきたい。

2.現代世界の危機 一 主要な特徴と本質的原因

現代世界の危機の特徴は、なによりも、危機が国民国家の枠を越えて世界大

的なものに弘大していることにある。世界的危機という言葉が、文字どおり、

世界的なものとして最も強〈認織されるのは、やはり核戦争の危機に関してで

あろう。すでに、人類が広島や長崎に投下された原子爆弾の数千倍の破線力を

もっ核兵器を大量に所有していること、もし核兵器を用いた世界戦争が起これ

ば人類が絶滅する危険性があることは、広く知られている事実である。環境と

資源の危微もまた、その危機が世界的な性格をもつことは明らかである。地球

の温暖化、オゾン腐の破線、森林の乱伐、砂漠化、など問題は多岐にわたるが、

これら環境破緩や汚染の髭響は、国境という人為的な枠とは無関係に拡大する

からである。こうして、核戦争の危機や環境・資源の危織は、世界が運命共同

体としての社会であることの認識を必然化させるものであった。また、これら

の危機の性格は、平和運動や環境保護の運動が国境の枠を越えて世界的に速帯

して行なわれなければならないことを示唆しているとも言える。

一方、絶対的貧困や飢餓問題といった生存に関わる危機は、地域的には第三

世界に、なかでも女性と子供に集中している。世界の人口の4人に1人とも、

5人に 1人とも言われる大量の絶対的貧困層が第三世界に集中している状況は、

北の飽食と南の踊乏の対照的関係を通して、世界の不均衡な構造を象徴的に示

している。しかも、世銀やユニセフの報告は、絶対的貧困層の絶対数がこれま

で増大してきたことを示している。また、環境破寝の問題も第三世界では特に
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深刻である[石，1990J。 そして、経済的踊乏は国際労働力移動や難民発生の

主な原因ともなるが、これらは国民国家や経済システムの変容を迫るものであ

り、その影響は世界的なものである。

現代世界の危機に関連して指摘したいもう 1つの点は、危機の解決に向けて

なすべきことと、現実の世界の動きが、これまで大きく希離してきたという事

実である。例えば、世界の軍事支出2日分は、第三世界の砂漠化防止のために

提案されている国連行動計画の20年分の費用に相当し、核実敏1回の費用は、

第三世界に安全な水を供給する手押し式ポンプ8万台の設置費用に相当すると

いう [Brown，1988J。ちなみに、 1945年のアメリカによる最初の核実敏以来、

今日まで核実験・核爆発は1，500回以上も行なわれてきた [宇都宮軍縮研究室

調，1989年J0 j巨縮をすることが世界的危機の解決にとって重要であることはあ

まりにも明らかである。しかし、世界はこれまで核兵器の開発を含め、軍鉱簸

争に遁進してきた。その背景に、国益の追求や国権の伸張を最優先の目的とす

る国家の面白理、あるいは軍事産業に従事する資本の論理が大きく関係している

ことをみるのは、それほど難しいことではない。また、北の飽食と南の踊乏が

構造的な関連性をもつこと、換言すれば、北の飽食が南の犠牲の上に成立して

いる場合があることが、いくつかの検討を通して認識されるようになってきて

いる[鶴見，1982J、 [村井，1988J。しかし、南の踊乏の問題に取り組む北の

人間の成長は充分ではない。むしろ散見されるのは、南の窮乏の現実を知りな

がらも、自己の富と権力の追求に遁進しているわれわれ先進国の人聞の姿であ

る。このことには、管理事士会化の下での人間性の崩纏という危機が非常に強く

関係しているのであろう。いずれにしろ、以上の簡単な素描からも、現代世界

の危磁の問題を問うことが、国家や資本の酋理、そして現代人の倫理を問うこ

とと不可分の関係にあることが理解されるのである。

さて、現代世界の危機の性格や原因に対する既存の社会科学の研究を社会学

関係を中心に監理すれば、次のような特徴を指摘できるのではないだろうか。

第一に、危機の世界的な拡大に対応して、そうした状況に対処できる新しい社

会科学の枠組みが必要であるとの認識がおおむね承認され、共有されているこ

と。駒井は、地球社会全体をひとつの単位として取り扱い、しかも産業社会の

諸問題を相互関連的に把握できる新しい社会学一国際社会学の構築が必要であ
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ると主張している。駒井のこの主張の背景には、今日の諸問題が地球大化し、

しかも強固な関連性を有しているとの認識がある[駒井.1989]。 庄司は、今

日人類が直面している切迫した諸問題群が、国民社会、国民国家を越えた「緊

密な全体J をとらえる新しい枠組みを要請していると述べる[庄司.1986]。

また、梶聞は、エスニシティ問題との関連で「社会学の国際化」を主張してい

るが、その骨子は、階級分析の相対化と国民国家の相対化に求められる。前者

に関しては、エスニシティ分析を階級分析と同等に重視すべきことが、後者に

閲しては、国民国家以下の問題と国民国家以上の問題に着目することの重要性

が主張されている[梶田.1988]。 いずれも、国民国家を中心とした一国的観

点からグローパルな視座への転換が中心的問題とされている。こうした新しい

社会科学は、密接に関連する次の2つの問題領域を検討課題とすると言えよう。

1つは、世界社会あるいは地球社会の構造と変動をトータルに捉える社会変動

面白の構築、もう 1つは、地球の一体化とか国際化といわれるグローパリゼーシ

ヨン (Globalization) がどのようにして世界的危機を深化させてきたのかに

ついての理解であり、現状打開のための指針の提起である。

現代世界の危機を分析する視座としては、 「経済主義的な価値と国家主義的

な価値の世界的な共有に基づき進展して雪た地球の一体化J [駒井.1985]、

r2つの核軍産複合体を頂点とする世界社会の支配、搾取、収奪の構造J [庄

司.1986]、 「資本主義の創造的破犠牲の彫響J [Stavrianos.1989]、 r3つ

の主要な超国家的行為主体並びに価値観 (TransnationalPractices) 一多国

籍企業、超国家的な階級関係、題国家的な文化・イデオロギーとしての消費主

義ーによって構成されているグローバル・システムの構造J [Sklair.1991] 

などが提起されているが、それらの視座の提起の背景には、世界的な危機の深

化の最も本質的な原因を、これまでのグローパリゼーションが資本や国家の論

理に依拠する形で展開してきたことに求める認識が根本で共有されていると考

えられる。

資本の論理とそれに伴う問題性とは以下のことを意味している。資本主義の

不可侵の原則とは生産力の向上と市場の拡大を通して利潤の追求を行なうこと

にあり、この目的のために資本の運動はこれまでグローパルに拡大してきた。

一方、資本の運動と成長を支えてきたのは、生産力第一主義といえるものであ
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り、経済成長こそが人類の重量かさを約束するとのイデオロギーであった。この

資本主義の本質は、資本主義の2つの主要な力である、創造性と破線性を規定

する。市場経済の競争原理はテクノロジーの開発などを通してより質の良いも

のをより多く生産するという資本主義の創造性を糟大させてきた。しかし、資

本主義は、同時に、利潤の追求という不可侵の原則を妨げるいかなるものも破

線しようとする性格をもつのであり、この磁犠牲は創造性と不可分の関係にあ

るのである。破埼慢性の内容は多岐に渡るが、基本的なものとして、生産コスト

の削減を意図した低賃金や劣悪な労働条件での労働力利用、生産第一主義の功

罪ともいえる公害、環境破線、資源の枯渇の問題、そして、人間の基本的欲求

にではなく、購買カを有する人間の欲求にだけ応えようとする自由市場の問題

性などがあげられよう。資本の詣理に依拠したグローパリゼーシヨンがもっ問

題性とは、この敏媛性がグローパルに拡大したことから生じる。この点につい

て、 スタブリアーノス(Stavr ianos)は、 現代世界の問題性を資本主義の創

造的磁場のグローパルな拡大に求めて、地球社会が資本主義の創造的破績の報

酬のみならず刑罰をも、かつてない程の激しさで経厳している状況を描いてい

る(1¥ この破相慢性は人類の生存を脅かすような規模にまで到達したが放に、

既存の価値観や制度の見直しが迫られているのである。また、破坦性の彫響は

世界的なものとはいえ、その衝掌は特に第三世界で著しいものがあった。

国家の議理については、地球社会のなかの国家間関係に焦点を置いて、以下

のように捉えておきたい。それは、国家主義的な価値観とほぼ同義と捉えるこ

とが出来るが、国家の発展と国民の発展を同一視する見方に支えられており、

国益の追求と国権の伸張を最優先の目的として追求しようとする論理である。

この国家の面白理は、地球社会のなかで国家聞のヘゲモニーを争う戦いを招来す

る。戦争は言うまでもなくその究極の形態である。国益の追求を目的とした、

いわゆる侵略戦争は、北の国々による南の国々の侵略という形で数多く行なわ

れてきた。この侵略戦争が、 18世紀後半以降歴史上初めて国民国家を形成し、

その下で資本主義を発展させたヨーロッパ人によって数多く行なわれてきたと

いう歴史的事実は、国家の論理と戦争との強固な結びつきを物語っている[中

村.1986]。 また、北の国々の脅威に対抗する主要な手段として、南の国々が

国家の強化に努めてきたことも歴史は示している。いずれにせよ、国益の追求
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や国家主義の強化が、国家聞の対立を激化させて戦争の危機を高めるだけでは

なく、経済的な不均等発展を支え、世界的危機の解決の妨げになることは明ら

かと言えよう。

ところで、資本の論理と国家の論理の関係は相互補完的なものであると言え

よう。国家の治理のグローパルな拡大、並びにそれが資本の諭理との関係性の

なかで生み出す問題状況は、先進国の第三世界に対する経済援助の性格に端的

にみることが出来る。アメリカと日本の状況をみても、経済援助が南北問題を

始めとする危機の解決を目的とした人道的性格よりも、むしろ自国の権益の推

進につながる戦略的性絡を多くもつものであることが知られる。アメリカの援

助の多くは、アメリカの政治及び安全保障上の観点からみて特に重要な固にな

されており、鰻貧困に対する緩助は全体からみればほんのわずかなものにすぎ

ない [Lappe& Collins，1986:187-201J。日本の援助は打算的な性格がきわめ

て強く、このことは、無償援助ではひもつき援助の形態が多いことや、円借款

の多くが現地に進出した日本企業の活動を支えるインフラ部門に集中している

事実などから理解することが出来る。擾助が世界的危機の解決に貢献している

場合があることは確かである。しかし、撞助という最も人道的性格をもつべき

事柄においても資本と国家の論理の影響が浸透しており、このことは、これま

でのグローパリゼーションの性格を象徴的に示す1つの証左として捉えなけれ

ばならないであろう。

さて、資本と国家の諭理の性格を最も本質的なところで言及したが、以上の

整理を通して、世界的危機の解明においては、資本の論理と国家の面白理に依拠

したグローパリゼーションという視座が量要であると指摘したい。そして、こ

の整理から、現状打開のための指針の提起という点では、資本と国家の鎗理に

抵抗し、それを超える酋理、実践主体、社会運動の検討をグローパルな視座か

ら行なうことがもう 1つの主要な課題となろう。
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3.世界的危嶋、第三世界、民主主援

現代世界の危織に対応する社会学の最も銀本的な標題を、地球社会の構造と

変動の把握並びに世界的危憾の解明(現状打開のための指針の提起を含む)の

関連する2つとしておEえた。この観点に依拠して取り上げるべきテーマは多般

に渡るが、以下、第三世界の民主主援の問題を取り上げ、世界的危機との関係

を中心に問題点を整理してみたい。この場合、第三世界と民主主義という 2つ

の問題をそれぞれ世界的危織との関係で盤理していくことが有用であろう。

く 1>第三世界の問題性

第三世界の問題性は、何よりも、世界的視野でみた場合、貧困、環境破媛、

強抱支配といった人聞の生存に関わる問題の多くが、第三世界で最も深刻にみ

られてきた事実に求められる。ここではまず、第三世界の窮状のー婚を資本主

援の創造的破纏という点からみておく。

資本主穫の創造的破織のグローパルな鉱大を錐進してきた主な行為主体は、

多国籍企業とそのなかの虚業関連企業であるアグリビジネスに求められる。い

ま、食料問題にきわめて大きな彫響を与えるアグリビジネスの活動を簡単に整

理しでも、その破相慢性の衝司障が飢餓問題をはじめ第三世界の危機を深刻化させ

てきた状況がうかがえる。まず、食料品企業が寡占状態に置かれてきたという

問題がある。 ガロウ (G.Garreau)の整理によれば、世界の食料生産のほぼ半

分を世界のトップ100社のアグリビジネスが担っている。 この100社のうち4社

を除く圧倒的部分を先進国企業が占めており、先進国の経済的支配力はきわめ

て強い [Garreau.1977J。次に、アグリビジネスの活動を第三世界との関連で

盤理すれば、 3つの主要なものに大別されよう。①第三世界の土地と労働力を

安く利用しながら、その園の人々の要求に応えず、収益性が高い先進国市場向

けの食料生産を行なう企業、②第三世界の人々に、高価で、必要性の低い、し

かも時には危険な食品を販売する企業、 @A業投入財{主に、良薬・化学肥料

と盛業微減メーカー)を扱う企業。①は、先進国の需要を充たすため、第三世

界の土地が愉出向けの作物生産に利用される渇合、現地向けの食料生産が停滞

し、主要食料の不足に通ずる場合があることに関連する。こうした問題の好例
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の1つはブラジルで、 1970年代以降の輸出向け作物の拡大を通して1980年代半

ばまでにアメリカに次ぐ世界第二位の農産物輸出国になったが、この時期ブラ

ジルの飢餓状況は悪化したのである [Burbach島Flynn.1980:95-98]。いわゆ

る、飢餓輸出の問題である。②は、ベビーフード、清涼飲料水、化学調味料と

いった製品の市場鉱大に関連する問題である。特に、ネッスルの育児用粉ミル

クをめぐるスキャンダルは、製品の質そのものには問題がない場合でも、宣伝

とか販売促進の方法によっては無害な製品が有害になる場合がある一この場合

には、母乳ではなく人工授乳の利用を押し付けたことが第三世界の乳児死亡率

を増加させたという問題ーことを露呈し、この主のアグリビジネスの活動が有

する破捜性を象徴的に示すものであった 山 。さらに、 ③については農薬を例

にとると、農薬の生産の大半は先進国企業によるものであるが、特に危険度の

高い農薬の多くは、先進国への輸出向け作物生産に関連して第三世界で使用さ

れており、農薬による死亡電解放や中毒事故も第三世界に集中しているという事

実がある印 。

以上は、アグリビジネスに焦点を当てて第三世界の筒状の一端を示したもの

であるが、一般に貧困や強権支配が第三世界で広くみられてきたことは、地球

社会の機造に対する第三世界からの問題提起を促す主要な契機となってきた。

その代表的なものが従属理論であり、その登場は、世界的危機の解明や地球社

会の構造と変動の把握を目指す理論(以下、地球社会論と一括)の展開に対し

て大きな影響を与えてきた。 1960年代以降の従属理論の登場と広がりは、第三

世界の近代化の挫折を主要な契機とするものであった。第三世界の多くの国々

では、政治的独立以降、経済開発と民主化を柱とする近代化の達成が国家目標

とされてきた。しかし、貿易、資本の海外投資、経済援助の拡大等による世界

経済の一体化の下での経済成長は、第三世界の貧困や社会的不平等を解決する

どころか、むしろ増長させる側面があった。経済成長が進めば民主化が達成さ

れるとの期待は、箪事政権や独裁体制の成立と長期化によって裏切られた。従

属理論はこうした現実の根本的原因を、第三世界の国々の発展や近代化の遅れ

にではなく、先進諸国の第三世界に対する支配と収奪に求めた点で、地球社会

の構造に対する問題提起をなすものであり、また同時に、欧米の経験とー図的

視点に依拠した従来の近代化理論に変わる新しい社会科学の枠組みを提起した

。。



点で、地球社会論の展開の先駆的役割を果たすものであった{引。

従属理論の登場以降、地球社会のなかでの第三世界の位置付けが明確にされ、

第三世界は、地球社会の周辺部に位置し、先進諸国から支配され収奪されてい

る存在であることが広く認識されてきた。世界的危機の解明という課題におい

て、第三世界の分析が中心とならなければならないのは、大別して2つの理由

による。 1つは、第三世界が直面している危機の深刻さとそれからの解放の緊

急性という実践的意味においてである。そしてもう 1つは、第三世界の分析は、

それを通して地球社会の構造的な問題を逆照射し、さらに、被支配者的な立場

から地球社会そのものの変革のための構想を提示できる点で、地球社会論の構

築にとっても欠かせない重要なものだからである。この後者の側面は、例えば、

われわれが享受している平和や貨かさの意味内容が、平和でも筆かでもない世

界の存在とその問題性を認識することから最も鋭く聞い直される関係と基本的

に同じである。

<2>世界的危機と民主主義

世界的危機を深化させてきた最も本質的な原因は、資本の論理と国家の論理

に依拠したグローパリゼーションであった。この結果形成されてきた地球社会

は、この2つの論理の貫徹から権益を享受する少数の支配属と膨大な被支配属

に分化している社会であり、また、地域的にみるなら、資本主義の創造性にも

とづく富の多くが先進国で均揺され、資本主義の破擁性の多くが第三世界に押

し付けられている社会である。世界的危機の解決のためには、資本の論理と国

家の論理に抵抗し挑戦することが不可欠な要素となっている。

ところで、世界的危機の深化を許してきた社会的条件は何に求められるので

あろうか。ここでは、民主主義の問題との関連でそれを捉えたい。というのは、

民主主義の不在、不足、形骸化が世界的危機の深化と強〈関連してきたと考え

られるからである。民主主義がもっている普遍的な価値理念は、すべての人に

政治的諮権利を保障することで権力の民主化を進め、それによって多数者の社

会的ニーズに対して責任をとる指導体制をつくることである。世界的危機の解

決に向けて、民主主義の地球化の提唱があるが[坂本=大窃，1991]、 そこで

は、民主主義の問題に進展がなければ世界的危機の解決は図れないこと、逆に
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言えば、これまでの民主主義の在り方が世界的危憾の解決に対して十分機能し

てこなかったという認織が共有されている。

民主化は経済成長とともに人類の2大目標とされ、国民国家の枠のなかでそ

の達成が図られてきたのが、これまでの大勢であった。そして、民主主義を基

準としてみた場合でも、先進諸国と第三世界は際立つた対照性を示してきた。

地球社会の周辺部に位置し、危徴的問題が深刻にみられてきた第三世界では、

民主主義の制度そのものが弾圧される状況が長期にわたり存続してきた。 1960

年代と70年代、第三世界では軍事政権や開発独裁といわれる権威主義体制が林

立し、きわめて厳しい政治的抑圧と弾圧が課された。これらの体制の多くは、

権威主義体制の必要性を経済成長の早期達成というイデオロギーで正当化しよ

うとした。しかし、一般に、外資や先進国市場に依存した経済成長は、多国籍

企業や第三世界の少数の富裕層を利する反面、多くの大衆の貧困を解消するも

のではなく、社会的不平等を増長させるものであった。第三世界のなかでは最

も経済成長に成功したといわれるアジアNIESも民主主義を弾圧して経済成長を

強行した点では同様であり、この点を考慮することなく、アジアNIESの成功を

主強することは許されることではない。一般に、第三世界では、地球的規模で

の支配と収奪の繕造に規定されたなかで、多国籍企業・第三世界の民族ブルジ

ヨアジー並びに大土地所有者・国家を中心とする支配属によって大衆が搾取さ

れ、きわめて不平等な支配関係が形成されてきた。そしてこの支配関係を維持

するために民主主義の弾圧が必要とされ、民主化が阻まれてきたのである。

これに対し、先進諸国では、民主化と経済成長の岡崎的な進展がみられた。し

かし、先進諸国の民主主義も、地球的観点からみれば、大きな2つの問題を露

呈してきた。 1つは、第三世界との関係においてである。第三世界の権威主義

体制を外から支える基本的なものは、資本の持続的な涜入である。先進諸国は

利潤の追求を主目的に、資本投資や経済援助を通して、権威主義体制を支える

重要な役割を演じてきた。 坂本が主張するように[坂本.1989J、先進諸国の

一国的民主主義は、対外的には、帝国主義的な支配と収奪を許容してきたので

あり、国際的に反民主主義的性格を強くもっていたのである。先進諸国の民主

主義は、先進諸国が第三世界を支配、収奪し、第三世界の民主化を阻むという

状況を改変してこなかった。この意味で、民主主義の不足また形骸化として捉
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えられる問題である。もう 1つの側面は、度々述べてきたように、現代の危機

は国民国家の枠を超えたグローパルな性絡を有するのであり、その解決もグロ

ーパルな視座と運動が必要とされている。この点で、一国的民主主義の限界が

様々な観点から露呈されてきたという問題である。

1980年代、第三世界では、権威主義体制から民主主義体制への移行が顕著に

なり、民主主義の展開という点で新たな局面を迎えている。また、先進諸国で

も市民運動を主体とする地球的ネットワーク形成の動きが活発化してきた。民

主主義の地球化の提唱は、こうした現実に裏付けられているものである。民主

主義の地球化とは、 「それぞれの国家の民主主義を深めることを通じて地球市

民社会の連帯を築き、地球市民社会の形成という枠組のなかに国家を取り込ん

でいくことであるJ [坂本.1991:20J (傍点は原典)。 民主主義の深化のな

かでは、特に、政治的・制度的レベルから非政治的な社会、経済レベル、つま

り市民社会への深化が重要であると考えられる。それを担うのは市民運動であ

り、市民運動を媒介とする自律的な市民社会の確立が、他の市民社会との連帯

を通して、民主主義の地球化を可能とするのである。現在、民主主義の不均等

発展を反映して、先進諸国では民主主義の深化が、第三世界では、民主主義の

政治的・制度的な定着と深化が同時に課題となっている。そして、民主主義の

現代的位相の検討に基づいて、地球民主主義の条件と可能性、並びにそれに関

する問題状況を認識することが関われているのである。

4.第三世界における民主主義の問題

く 1>第三世界の民主化の問題状況

ラテンアメリカでは、 1980年代に入って軍事政権の民政移管が進み、チリの

民主化を経て、 80年代末までに民主化がほぼ達成された。アジアでは、 86年フ

ィリピンのマルコス体制が崩複し、アキノ新体制の下で民主主義が復活した。

鴫国では、 87年改憲問題を始めとする民主化勢力の要求を政権側が受け入れ、

全軍事政権から民選政権に移行した。また、台湾では、 87年に37年ぶりに戒厳

令が解除された。アジアでも、中国やミャンマーのように民主化の運動が強権
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的に弾圧された例もある。しかし全体としてみれば、 1980年代、世界的に民主

化を求める運動が高揚する中で、第三世界でも、権威主義体制が崩梅し、民主

化の趨勢が顕著になった。

現象的に興味深いのは、権威主義体制の崩担と民主化は、インフレ、大量の

失業、対外債務の増大など、非常に厳しい経済状況に直面していた固と、経済

発展が比較的成功してきたといわれる国のいずれにもみられたことである。前

者には、ラテンアメリカ諸国とフィリピンなどが該当し、後者には縛国や台湾

があげられよう。また、権威主義体制の崩寝の織態という観点からみれば、大

衆運動の高揚が政権の崩漉に対して決定的必役割を演じたアジア型(嶋田とフ

ィリピン)と長期的な展望の下で政権主体による漸進的な民主化が進められて

きたラテンアメリカ型に大別されよう。

民主化とは、基本的に、民主的制度の保証を紬に、政治的諮権利が鉱大し、

政治への多加が拡張していくプロセスである。政治的レベルでの民主化の度合

いは各国で相違があろうが、 80年代の第三世界の民主化の共通の特性は、権威

主義体制から代穏制的民主主義への移行、あるいはその復活と定着であった。

そして、第三世界では、民主主義の定着と同時に民主主義を政治的レベルから

社会、経済的レベルへ深化させることが共通の標題となっている。

民主主義の地球化の課題に関して、現在の民主主義がどのような位相にある

のかを明らかにすることが認識上の出発点である。この点に闘して、第三世界

の民主化は現在どのような性格と意味をもっているのだろうか。一般に、権威

主義体制から代強制的民主主義への移行が肯定的に捉えられているのは、民主

化が自由、平等、著書加といった政治的価値を体現する政治体制として評価され

ると同時に、それが貧困や社会的不平等の解決にプラスの効果をあげることが

想定されているからである。

しかしながら、第ーに、第三世界の歴史的な変動をみると、代強制的民主主

義が重要な社会問題を解決するためのカをもたなかった場合も多々存在したし、

逆に、権威主義体制が様々な問題を生み出しながらも、重要な社会問題を解決

する場合があった。社会問題を解決するための国家の能力は両者聞の体制面で

の相違によって決定されるわけではない。第二に、民主化を推進した勢力と権

威主義体制を支えてきた努力の聞には連続性が認められる。ラテンアメリカを
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対象とした研究では、 その主要なものとして、軍と中間眉 (5)とアメリカがあ

げられているが [Sundhaussen.1984]、アジアの民主化においてもこの3者の

役割には大きなものがあった。この側面は、権威主纏体制と民主主磁体制の連

続性と断続性に聞して問題を提起しているものである。第三に、支配の正当性

の観点からみれば、代磁制的民主主援は合法性に依拠した支配体制として国民

からの支持を期待できる。しかし同時に、民主主線体制は形式的な合法性によ

って、社会に内在する様々な問題を隠蔽し、支配を安定化させる機能をもつこ

とも看過できない。

次に、第三世界の民主化についての対立する見方を対嶋させることで、その

問題状況を探ってみよう。 1つの見方は、政治的民主化に絶対的な価値を見い

だし、この観点から第三世界の民主化をほぼ全面的に肯定的に解価するもので

ある.問題の焦点は、民主政権が安定して存続できるか否かにあり、それに関

連する諸条件の考察を中心に問題状況が祭られる。そして、この見方は、民主

主.と資本主磁の緩和性をみて、資本主援の正当性を主強する麗織と不;可分の

関係にある。こうした見方が拠り所としているのは、世界的にみて、経済的に

成功した先進諸国の大半において、市場の蛾争原理に依拠した資本主磁の発展

と民主主積体制の緩和性がみられること、また、第三世界でも、資本主磁の発

展と権威主磁体制の聞に長く緩和性がみられたとはいえ、資本主義の発展に伴

い民主化要求が強まってきた結果、民主主義への移行や復活がみられたという

事実である。そして、社会主義諸国における民主化の潮涜とともに、第三世界

の民主化も、資本主義的発展モデルの成功を例証するものとして捉えられてい

る [Robinson.1991:279-285] [Dia・ond=Linz=Lipset.1989:Preface]。確か
に、政治的抑圧や孫圧が一般化していた権威主援体制から民主主強への移行が、

一定の進歩であることは疑いえない。しかし以上のような見方は、資本主穫の

発展の問題性を、換言すれば、資本主義の創造的破担のグローパルな鉱大の問

題性を等閑視しているし、地球社会の分極化している構造のなかで民主主・が

果たしている役割や民主主纏の下での支配と収奪の構造を問うという視座がき

わめて希薄であると言える。

これに対し、従属理論的観点からは、第三世界の民主化の不毛性が強調され

ている。不毛性とは、第三世界の民主主義が、地球社会のなかでの従属的状況

ー13-



を変えていく能力に乏しいことを指している。 1980年代初めに提起されたフラ

ンクの洞察によると [Frank.1981:208-212J、軍事クーデタ一、非常事態、戒

厳令に逆行するような再民主化傾向の本質は、第三世界を国際分業のなかへ統

合する成長モデルの制度化に求められる。第三世界を国際分業に統合すること

は、当初、権威主義体制に顕著であった政治的弾圧を必要とするが、成長モデ

ルが確立した後では、軍政の民政移管や制限された民主主義によって体制の社

会的基盤を広げることが政治的に可能だし必要にもなるのである。このように、

フランクは、第三世界の従属的状況を維持するための政治体制として民主主義

体制を捉えた。また、アミンは、世界的な民主化運動の高掲が、市渇の力の自

由化、資本主義のグローパルな拡大というもう 1つの世界的な展開と同時並行

的に進んできたという世界的構図をふまえて、それとの関連で第三世界の民主

主援の問題に諭究している [Amin.1991]“」アミンによれば、国際的な分極

化と資本主義の世界的魅大の要輔に規定されて、第三世界では民主主義の欠如

と暴力的な独裁が常態であるが、独裁体制に対する批判を介して民主主絡が成

立する場合がある。この民主主義は、世界資本主義の要請に服従するか対立す

るかの二者択一を迫られる。しかし一般に、第三世界の民主主義が、世界資本

主義と対立し、従属関係に規定された根本的問題に取り組むことは図嫌である。

この根本的な理由は、民主主義が政治的領減から社会、経済的領援に拡大する

ことや、板本的な問題に取り組むことを阻止しようとする帝国主義勢力、また

それに規定された現地支配層の力が強大だからである。アミンによれば、第三

世界では、民主主義が疎外された社会を安定させるための手段に成り下がり、

民主主義そのものが再び危機に陥る可能性が高いのである。

従属理詰的観点は、民主主義の深化や従属的状況の改善を促すような新しい

動向なり兆候なりを抽出・検討し、新たなヴィジョンを構想するという視鹿に

欠けるところがある。しかし、以上のような命題は、第三世界の民主主義の槙

幹に関わる問題であり、第三世界の多様性、世界システム論的にいえば特に半

周辺と周辺の動態を視野に入れて、その妥当性が検討される必要があろう。
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<2>アジアにおける民主主義の問題

第三世界の民主化の分析に焦点を当てながらも、それを通して現代世界の構

造的な問題を逆照射し、民主主縫という観点から現代世界の問題状況を探るこ

とを基本的な関心としつつ、アジアの民主化に焦点を当てた分析を当面の研究

棟題と考えている。 この作業の一環として、筆者は、先に、フィリピン(7)を

事例として、従属を基本的な視座としながら、権威主殺体制から民主主義体制

への移行を促した社会的条件とこの政治変動の意味を問う作業を行なった[回

巻.1990bJ。 この作業から得られたフィリピン的な命題の検証を通して、アジ

ア、並びに第三世界の問題状況のトータルな把握に後近したいと考えている。

以下、その省点の骨子を述べ、今後の研究の展望を示しておきたい。

第一に、フィリピンの政治変動に対しては、対米従属という従属要因がきわ

めて大きな影・カをもち続けてきたことである。このことに規定されて、民主

主義、権威主義、民主主義という政権レベルでの変動にもかかわらず、国家の

支配構造は基本的に連続性を示してきた。この連続性とは(1)経済、政治、箪

事面での対米従属の連続性、 (2)フィリピンの支配層の貌米的性格の連続性で

ある。また、大土地所有制の半封建的経済徳造の連続性もみられた。

第二に、権威主義体制の崩纏と民主化を主導した主要な勢力は、釜本的に、

権威主義体制の受益膚であった勢力であり、連続性がみられた。民主主義の回

復を強く求めたのは、階級的には中・上層に属する人々であり、この政治指向

はアメリカも同様であった。この民主化指向は、独裁体制の終結とともに、大

衆の急進化をおさえ、民主主義の回復による政治的安定を求めたものである。

中・上層は、政府による経済の私物化と経済に対する過度の介入に対する不満

から経済の自由化への要求を強めていた。アメリカの利害は、共産主義勢力の

主主張の阻止と鋭米勢力の健保であった。また、軍も、共産主義勢力の拡張や組

織上の不満などを背景に、権威主義体制の崩鰻に対して重要な役割を担った。

肝要なことは、これらの勢力はそれぞれの利害関係から反権威主義指向を強め

たものの、フィリピン社会の従属状況や穏本的な問題を改革する意自憶が希薄で

ある点で共通性をもっていたことである。

第三に、労働者、良民、都市貧民などを中心とする下層の大衆の反権威主義

指向は、新しい政治指導者による社会改革の断行に対する期待と強く結びつい
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ていたものであり、これに比して民主化要求は二次的なものであった。中・上

層の主導で民主主義は復活したが、発足した議会では保守勢力が主流を占め、

支配属の権益を擁護する性格が強い国家装置の定着を意味することとなった。

なお、マルコス体制下で最も強硬に抵抗運動を指導してきた共産主義勢力は、

戦略や戦術の失敗もあり、この政治変動に重要な役割を演ずることができなか

った。

フィリピンの場合、権威主義体制から民主主義体制への移行は、社会の構造

変革を望む勢力と構造的な現状維持を望む勢力の括抗関係のなかで生じたもの

であるが、アメリカと親米勢力を中心とする支配属の政治力の強さが、復活し

た民主主義の性格と意味を規定し、支配属の利害を反映するような民主化が定

着したのである。この意味で、フィリピンの場合は、周辺部社会の従属状況に

強〈規定された政変であったといえるし、基本的に、従属理諭的命題の妥当性

を裏付けるものであったと言える。つまり、民主主義は、従属的状況や根本的

な社会問題に取り組む能力に乏しく、その主な機能は、支配の安定化機能にあ

ると捉えられるのである。以上の論点は、第三世界の民主主義の問題全体に通

ずるものがあると考えている。しかし、フィリピン的命題の検討を通して第三

世界の問題状況をより的確に捉えるには、これまでの分析の不十分さの自省も

ふまえて、取り合えず次の3点を念頭に置く必要があろう。

まず、フィリピンの現実の分析を過して、中心部社会、フィリピンの場合に

はその影響力の大きさから、特にアメリカと日本の問題性を逆照射する作業が

希薄であった。この問題は一般に、第三世界の地減研究、あるいは地域の比較

研究を通して、地球社会全体の構造や問題にどのように接近できるかという方

法論の問題に関係している。

次に、 2つの意味において民主主義の評価がやや断片的であったと自省して

いる。 1つは、代議制的民主主義の機能を規定する社会、経済構造の分析がや

や解態的であった点で。もう 1つは、民主化の度合いを政治、社会、経済領域

の面から総合的に評価する作業が十分でなかった点で。このことは、権威主義

体制から民主化への変動のなかから生じている新しい動向、民主主義の深化や

地球化に関わるような新しい動向の過小評価に通じたと考えている。
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最後に、フィリピン的な命題の検証を通して、第三世界で民主化を促した社

会的条件と民主化の意味を検討していく場合、特に穂固との比較検討は、両国

が共通性とともに対照性を面もみせてきただけに、重要性が高いと言えるかも

しれない。すゆわち、韓国は一般に経済発展に成功した固として、世界システ

ム酋的に言えば、周辺から半周辺への移行に成功した固と捉えられ、この点で

はフィリピンと対照的であるが、政治面では、権威主義体制が長期化した点、

そして1980年移行の民主化運動の高揚によって権威主義体制が崩壇した点で共

通性が認められるかもである。以上のような点をふまえて、アジアの民主化の

問題については、別の機会に諭じることにしたい。

〈注〉
(1)ただし、 スタヴリアーノスの問題関心は、現代資本主義社会の問題性を創

造的破担という観点から把鍾するだけではなく、 地球社会の危機の過去と

現在とを連結させる世界史を描くことにある。 このため、スタヴリアーノ

スは、 これまでの世界史を貌族社会、責納社会、資本主義社会の3つのタ
イプに分類し、各社会の特性を述べるとともに、 エコロジ一、社会関係、

男女関係、戦争という4つの命綱(Lifelines)の観点から各社会を比較、
検討している。

(2)ネッスルのベビーミルクをめぐるスキャンダルは、 1976年スイスのペルン
で裁かれたペルン裁判を契機に広く知られたものである。 この事件では、

ネッスルを中心とする先進国アグリビジネスが第三世界の母親逮に、 母乳

ではなく人工授乳の利用を押し付けたことが第三世界の多数の子供達の死

の原因であるとの観点から、企業の社会的責任が関われた。 ベビーミルク

の第三世界での市場開拓は、 出生率の低下による先進国市場での行き詰ま

りに主な原因があった。 ベビーミルクの製品の質そのものには何の問題も

なかった。 しかし、第三世界では、清潔な水や器具の確保が困簸で、母鏡

は文盲率が高いなど、 ベビーミルクを安全に利用するための条件が欠けて

いた。 こうした条件の下で、大量のベビーミルクが、様々な宣伝や販売促

進の方法を通して、販売されたのである。 人工授乳と高い乳児死亡率との
因果関係には明らかなものがあった。 この事件に対する企業側の言い分は、

有害な製品を販売したわけではなく、 母親が文盲であったり衛生設備が不

備であったとしても、企業の責任ではないということであった。 この事件

の詳細については、例えば、ペルン第三世界研究所編 『ネッスルは赤ちゃ

んの敵?.!1 (文入社、 1982年)を参照されたい。
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(3)日本社会を念頭に置いた場合の良薬問題に関する代表的なものとして、 フ

ィリピンのバナナ産業をあげることができる。 1970年代に入ってフィリピ

ンのバナナ産業は日米アグリビジネスによる日本市掲向け生産を中心に急

成長をみた。 しかし、非常に危険な良薬が大量に散布され、現地労働者に

深刻な彫智を与えてきたことが知られている。 また、先進国から第三世界

に輸出された良薬が愉出専用のプランテーションで使用され、 その農薬が

輸入a量産物とともに、再び先進国に戻ってくるという、 いわゆる良薬プー
メランの問題も、バナナ産業の動向を過して鋪的に理解することができる。

この問題については、中村・杉本・池住著 『バナナから人権へ.!I (同文

館、 1988年)を多照されたい。

(4)従属理論に関して、日本では、 一時期従属理論の急速な摂取が行なわれた

が、今日では、従属理論の理詰的意義を過小評価する傾向が強い。 こうし

た見方は、地球社会論の流れを、近代化理論から従属理論へ、 そして従属

理論から世界システム論へという流れで理解する仕方にもあらわれている。

しかし、こうした見方は、特に初期のフランク (Frank)理論の方法論的

不十分さと欠陥を従属理論そのものの問題と同一視するという、 従属概念

の誤った認識に基づくものであり、 第三世界の分析や地球社会論の構築と

いう課題に対して従属概念がもっている有効性を等問視させてしまうもの

である。 従属概念はいくつかの観点から精練されてきたのであり、それら

の成果を摂取したうえであれば、 従属概念の基本的な有効性は認められる

と考えられる。

初期の従属概念がもっていた一般的問題点としては、 従属という外的な

要因の規定カを過度に強調したこと、 従属をもっぱら経済的な状態と捉え

て、 しかも経済決定論的発想に依拠した経済主義的分析に留まったことが

あげられる。 このため、従属は第三世界の低発展と世界的な分極化を普遍

的にもたらすものとして、 従属の意味を外的で、経済的な観点から捉える

固定的・静態的なモデルが提超されたのである。

初期の従属概念の問題点を克服する試みのなかで最も肝要なことは、 従

属を、 第三世界の低発展の普遍的なパターンを一般化するための理論とし

てではなく、 第三世界の発展や変動の具体的な状況を分析するための視座

として、第三世界の分析に取り入れていこうとする立場であった。そして、

この観点を中心に、 従属概念は以下の関連する主要な側面で精練されてき
た。 まず、第一に、従属の意味内容を経済的なものに限定せず、政治、軍

事的なものを視野に入れた多面的概念として理解すること。 第二に、従属

という外的要因に規定された精進や変動のダイナミズムを第三世界の内側

からみる視点をもつこと。 そして第三に、経済主義的発想を克服して、第

三世界内部の社会、 政治的勢力並びに制度の自律性を認めることである。

換言すれば、 これらの精練は、従属の意味を、第三世界の内部から、そし

て経済的であると同時に社会的、政治的な観点から捉えることで、 第三世

界の多様で動態的な発展と変動を理解する視座として、 概念化することで
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あった。

ただし、 地球社会の構造と変動の把握という課題に対し、従属理論の理

治的意義が一定の限界をもっていたことは否定できない。 この背景には、
従属理諭の焦点が、 そもそも特定地域閣の支配・従属関係の分析に依拠し

た第三世界の現実理解にあり、 地球社会全体を視野に入れる指向が希薄で

あったこと、 従属という概念では把握が困雛な地球社会の動向が認識され
るようになってきたことなどが関係する。 この課題に対し最も精力的に理

諭を展開してきたのはウォーラースティン (Wallerstein)を中心とする世

界システム論であるが、この理論の登場の重要な契織としては、アジア

NIESの急速な経済発展、社会主義経済の全般的危機、 そしてアメリカ資本
主義の凋落などがあった。 世界システム誌は、従属理論の理諭的意義を継

承しながらも、 世界を中核と周辺の2極構造として捉える従属理論とは違
い、世界システムを中核、半周辺、周辺の3極構造として捉え、 この3極
聞の世界的規模での分業の在り方と、 3極聞の移行の問題に焦点を当てて、
世界システムを分析単位とする地球社会論を展開しつつある。世界システ

ム諭からの示唆として、 従来、従属論的立場に依拠した分析が、特定の地

域聞の支配・従属関係を分析する場合でも、 支配国あるいは中核国の構造

や変容を十分視野に入れていなかった点があげられる。 また、周辺から半

周辺、半周辺から中核への移行、 またその逆の移行に関する世界システム

面白の見解は、 第三世界の分析の視座としての従属概念の有効性の検討を迫

るものでもある。 従属概念に依拠した第三世界の分析は、こうした問題提
起に応え、地球社会論への展望をもつことが要されている。 以上の点につ

いては、 [田巻.1989J [A.Y.So.1990 :169-170.256-260Jを参照されたい。
(5)第三世界の民主化と中間層に関する問題状況については、 中間層の二面性

に焦点を当てて、先に理論的検討を行なっているので [悶巻.1990aJを参
照されたい。 なお、本論文の4. (1)は、この拙稿の(1 )第三世界に
おける権威主義体制の崩境と民主化、 の箇所と内容が重複しているところ

が多いことを断っておきたい。
(6)この点に関してアミンは、民主化を、 世界的な市場の合理性に服従するこ

との必然的な結果であると捉えている。 この意味は、市場の力の自由化の

要求、 市場開放の合理性のグローパルな拡大の要求に応える形で、欧米流

のブルジョア的民主主義のグローパルな拡大がみられたということである。

ただし、 アミンによれば、世界システムの中枢を占める欧米諸国は社会主

義諸国の民主化要求をほぼ一織に支持しているのに対し、 第三世界の民主

化に対しては、国家の利害関係を反映して、 必ずしも一様に支持している
わけではない。

(7)フィリピン社会の特性について、 若干触れておきたい。フィリピン社会の

特性は、 なによりも著しい対米従属の構造と大土地所有制度が独立以降も

受け継がれてきたことであり、 対外的にはアメリカが、園内的には土地所

有階級が大きな政治力を行使してきたことにある。 また、第三世界諸国の
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なかでは民主的伝統が長い国であった。 1972年のマルコスによる戒厳令布
告によって、個人独裁型の権威主義体制が成立した。 マルコス体制は当初

いくつかの点で革新的性格をもつものであったが、 政権の長期化に伴いそ

の性格は徐々にうすれ、 権力と経済の私物化、経済状態の感化、政治的弾

圧の横行、共産主義勢力の拡張など、社会問題が山積みしていった。 広範

な反マルコス勢力の台頭は、 以上のような状況を根本的な原因とするもの

であった。 2月政変として知られるマルコス体制の崩績は、決起した箪を
非武装の大衆がマルコス派の攻穆から守るという戦いの勝利によってもた

らされた。 2月政変を成功させた、いわゆるピープルパワーは、社会的に
は、下層、中間層、上層の幅広い庖を結集したものであり、 フィリピンに

おける権威主義体制の崩纏と民主化は、 第三世界のなかで最も革命的に行

なわれたものである。
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